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株主各位

証券コード　1798

（発送日）2026年６月３日
（電子提供措置開始日）2026年５月29日

株　主　各　位
長野県長野市南千歳町878番地

株式会社守 谷 商 会
代表取締役社長 伊藤　由郁紀

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】

　　https://d.sokai.jp/1798/teiji/

【当社ウェブサイト】

　　https://www.moriya-s.co.jp/pages/72/

第72期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第72期定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提

供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各

ウェブサイトに掲載していますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのう

え、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　　（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「第72期定時株主総会招集ご通知」を

ご選択いただき、ご確認ください。）

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】

　　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　　（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「守谷

商会」又は「コード」に当社証券コード「1798」を入力・検索し、「基本情

報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集

通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、本招集ご通
知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き、2026年６月18日（木曜日）午後５時15分までに到着するようご返送ください
ますようお願い申しあげます。（郵便事情もございますので、なるべくお早めに
ご投函くださいますようお願い申しあげます。）

敬　具
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株主各位

１．日 時 2026年６月19日（金曜日）午前10時
２．場 所 長野県長野市南千歳町８７８番地　当社本店７階会議室

（末尾の会場ご案内図をご参照ください）
３．会議の目的事項

報 告 事 項 １. 第72期(2025年４月１日から2026年３月31日まで)事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果の報告の件

２. 第72期(2025年４月１日から2026年３月31日まで)計算書類
の報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役８名の選任の件

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行
使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に
対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いい
たします。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサ
イトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎書面交付請求をされた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をご送付
しています。

◎書面交付請求をされていない株主様には、電子提供措置事項の一部を記載した
書面をご送付しています。そのため、項番の記載は順序どおりになっていませ
んが、間違いではございません。

◎ご来場にあたりサポートが必要な方は、事前にお電話でご連絡くださいますよ
うお願い申しあげます。

　株式会社守谷商会　管理本部 総務人事部（電話026-223-0702）
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当事業年度の事業の状況、財産及び損益の状況、重要な子会社の状況

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）
事　業　報　告

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

 ① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、働き方改革に伴う事業コストの

増加や円安等による物価上昇が続くなかで、期初に発動された米国の新関

税政策により景気の下振れリスクが高まりました。しかしながら、米国と

の交渉が早期に妥結したことに加え、賃上げによる雇用・所得環境の改善

が進み、民間設備投資も底堅く推移したこと等を背景に概ね緩やかな回復

基調を維持しました。一方、世界経済の動向は、米国の諸政策の影響を強

く受ける状況が続いているうえ、期末に発生したイラン武力紛争により中

東情勢が緊迫化し、これに伴う原油供給の停滞や多国間サプライチェーン

の不安定化等により、先行きへの不透明感が強まり、今後の国内景気への

影響にも懸念感が増しつつあります。

　当社グループが中核事業としている建設業界におきましては、受注環境

は国土強靭化政策の継続による公共投資や底堅い民間設備投資に支えら

れ、引き続き堅調に推移しました。その一方で、公共工事は入札参加者が

増加し競争が激化しつつあり、民間建築工事では、景気の底堅さやインバ

ウンド需要の拡大等を受けて、地方圏においても観光関連投資が活発化し

ているものの、サブコンや技能者不足が一段と深刻化し、工事費の上昇を

招いています。

　一方、収益環境は、工事案件毎のリスク管理の徹底に加え、高止まりす

る工事費の受注価格への転嫁が徐々に進み、工事収益の確保、改善に繋が

りつつあります。しかしながら、中東情勢の影響を中心とする今後の世界

経済の動向如何では、建設資材価格の上昇、供給不足等により工事費が更

に高騰し、金利上昇等とも相俟って民間設備投資の冷え込みを招き、収益

環境が悪化する懸念を拭い切れません。DXの推進等により生産性の向上に

取り組んではいるものの、収益環境の下押し圧力は依然として強く、今後

の事業環境は、受注･収益面共に楽観視できない情勢下にあります。

　このような状況下にあって当連結会計年度の事業業績は、前期からの繰

越工事が豊富にあったこと及び工事の進捗が順調だったこと等により、連

結売上高は５０８億５千５百万円(前連結会計年度比１.２%増)となりまし

た。損益面につきましては、建設資材価格の高止まりや人件費の上昇等が

収益の下押し要因となる状況下にはあるものの、売上高が堅調に推移した

ことに加え、原価・工程管理及び経費削減の徹底を図ったこと等により、
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当事業年度の事業の状況、財産及び損益の状況、重要な子会社の状況

セグメントの名称

前連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

前連結会計年度比
増 減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

建 築 事 業 38,873 77.3％ 42,865 84.3％ 10.3％

土 木 事 業 7,833 15.6％ 7,600 14.9％ △3.0％

不 動 産 事 業 3,560 7.1％ 389 0.8％ △89.1％

合 計 50,266 100.0％ 50,855 100.0％ 1.2％

経常利益は３９億１千２百万円(前連結会計年度比６５.０%増)、親会社株

主に帰属する当期純利益は２７億４千３百万円(前連結会計年度比６６.

２%増)を確保することができました。

　また、グループの中核をなす当社単独の工事受注高は、建築事業が３９

５億９千６百万円(前期比２０．８％減)、土木事業が５８億２千２百万円

(前期比２２．１％増)となり、これに兼業事業１億６千２百万円(前期比

９５．４％減)を加えた総受注額は、４５５億８千１百万円(前期比２１．

８％減)となりました。

　完成工事高につきましては、建築事業が４２１億４千１百万円(前期比

９．０％増)、土木事業が５５億１千６百万円(前期比６．５％減)とな

り、これに兼業事業３億６千６百万円(前期比８９．７％減)を加えた総売

上高は、４８０億２千４百万円(前期比０．２％減)となりました。

　次年度への繰越工事高につきましては、建築事業が３７８億４千４百万

円(前期比６．３％減)、土木事業が１０４億８千８百万円(前期比３．

０％増)となり、これに兼業事業を加えた総繰越工事高は、５０１億２千

４百万円(前期比４．６％減)となりました。

　損益面につきましては、経常利益は３７億５千８百万円(前期比６６．

９％増)、当期純利益は２６億５千６百万円(前期比６７．５％増)となり

ました。

セグメント別売上高

　　　　当期の業績をセグメント別に区分しますと次のとおりとなります。
 （単位：百万円）

② 設備投資の状況

当連結会計年度中には特記すべき設備投資は行っていません。

③ 資金調達の状況

当連結会計年度中には増資等特記すべき資金調達は行っていません。
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当事業年度の事業の状況、財産及び損益の状況、重要な子会社の状況

区 分

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日 )

第69期

　
(自 2023年４月１日

至 2024年３月31日 )

第70期

　
(自 2024年４月１日

至 2025年３月31日 )

第71期

　
(自 2025年４月１日

至 2026年３月31日 )

第72期
(当連結会計年度)

　

売 上 高（百万円） 38,975 43,344 50,266 50,855

経 常 利 益（百万円） 1,299 2,273 2,371 3,912

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

（百万円） 900 1,606 1,650 2,743

１株当たり当期純利益 (円) 82.14 146.51 151.67 251.76

総 資 産（百万円） 32,398 30,588 34,144 38,316

純 資 産（百万円） 12,876 14,447 15,939 18,752

(2) 財産及び損益の状況

(注) １．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数(自己株式を控除した株式数)に基

づき算定しています。

２．第72期(当連結会計年度)において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行って

おり、第71期に係る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させて

います。

３．第72期(当連結会計年度)の状況につきましては、｢(1) 当事業年度の事業の状況 ① 事

業の経過及び成果｣に記載のとおりです。

４．2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っています。これ

に伴い、第69期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益

を算定しています。

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

株 式 会 社 ア ス ペ ッ ク 50,000千円 100.0％ 舗装工事・造園工事

丸 善 土 木 株 式 会 社 60,000 96.8 一般土木工事・舗装工事

守 谷 不 動 産 株 式 会 社 10,000 100.0 不動産業

機 材 サ ー ビ ス 株 式 会 社 70,000 100.0 建設資材リース事業

未来ネットワーク株式会社 15,000 100.0 ユニットハウス事業

(3) 重要な子会社の状況
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題

　今後の国内建設投資の動向見通しは、政府・民間投資ともに引き続き底堅

く推移することが期待されます。しかし、中東情勢の展開によっては、原材

料・エネルギー価格の高騰、物流・サプライチェーンの混乱等から、収益環

境が厳しさを増すことが懸念されるため、建設業界を取り巻く今後の事業環

境は楽観視できない状況下にあります。

　このような環境下、当社グループは創業120周年に向けた長期ビジョン

「信頼と技術で社会に貢献し、社員と家族が誇りと満足感を持てる“働きた

い”企業」を達成すべく、「中期経営計画2026」を策定しました。

　グループ企業が一丸となって「中期経営計画2026」を確実に実施し、事業

収益を安定的かつ継続的に確保・向上できる筋肉質な企業体質基盤を構築し

てまいります。

【中期経営計画2026】

1.テーマ

　原点（経営理念）回帰によるブランディング戦略

　～人への投資とモリヤらしさの再確認～

2.事業戦略

①組織体質の改革

　社員の採用・教育・評価体制の強化・推進

②収益構造の改革

　本業を中心とした収益構造及び継続性の強化

③グループ戦略

　不足する経営資源の強化・グループ競争力の強化

④DXの推進

　DX推進による省力化・効率化とITリテラシーの向上

　BIM/CIMの積極推進

⑤持続可能な経営体制の構築

　企業経営と社会課題の解決を目指した長期的な成長

　株主の皆様におかれましては、今後とも倍旧のご支援とご協力を賜ります

よう重ねてお願い申しあげます。
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主要な事業内容、主要な事業所

　(5) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

　当社グループは、建築事業、土木事業、不動産事業及びその他の事業を行

っていますが、各事業の内容は以下のとおりです。

① 建築事業

建築並びにこれらに関する事業を行っています。

② 土木事業

土木並びにこれらに関する事業を行っています。

③ 不動産事業

不動産の取引に関する事業を行っています。

株 式 会 社 守 谷 商 会

本 　 社 長野県長野市南千歳町878番地

支 　 店 東京・松本・名古屋

営 業 所 上越・飯田・佐久・上田・あづみ野・渋谷

株 式 会 社 ア ス ペ ッ ク 本 　 社 長野県長野市

丸 善 土 木 株 式 会 社 本 　 社 長野県松本市

守 谷 不 動 産 株 式 会 社 本 　 社 長野県長野市

機 材 サ ー ビ ス 株 式 会 社 本 　 社 長野県長野市

未 来 ネ ッ ト ワ ー ク 株 式 会 社 本 社 長野県佐久市

　(6) 主要な事業所（2026年３月31日現在)
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従業員の状況、主要な借入先

セグメントの名称 従業員数（名） 前連結会計年度末比増減数

建 築 事 業 及 び 土 木 事 業 399 20名増

不 動 産 事 業 6 1名増

全 社 ( 共 通 ) 40 2名増

合 計 445 23名増

従業員数 前事業年度末比増減数 平均年齢 平均勤続年数

331（53）名 13名増（2名増) 40.4歳 15.4年

　(7) 従業員の状況(2026年３月31日現在)

① 企業集団の従業員の状況

(注)１．全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門

に所属している従業員です。

２．建築事業と土木事業の両事業に携わる従業員がおり、明確に分けることができないため

両事業の従業員数を合わせて表示しています。

② 当社の従業員の状況

(注) 嘱託社員は、(　)内に年間の平均人員を外数で記載しています。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 八 十 二 長 野 銀 行 1,182百万円

長 野 県 信 用 組 合 150

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 150

長 野 県 信 用 農 業 協 同 組 合 連 合 会 150

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 150

　(8) 主要な借入先（2026年３月31日現在）
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株式の状況

① 発行可能株式総数 7,800,000株

② 発行済株式の総数 2,260,000株

③ 株主数 999名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

一 般 財 団 法 人 守 谷 奨 学 財 団 192,200株 8.81％

守 谷 商 会 従 業 員 持 株 会 188,992 8.67

守 谷 商 会 取 引 先 持 株 会 158,700 7.28

株 式 会 社 八 十 二 長 野 銀 行 108,200 4.96

山 根 敏 郎 80,000 3.67

守 谷 晶 子 77,120 3.54

内 藤 征 吾 65,000 2.98

守 谷 堯 夫 62,000 2.84

中 村 英 生 48,300 2.21

八 十 二 キ ャ ピ タ ル 株 式 会 社 47,114 2.16

株式数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 3,653株 8名

社外取締役 － －

監査役 － －

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2026年３月31日現在）

④ 大株主の状況

（注）１．当社は、自己株式を79,060株保有していますが、上記大株主からは除外しています。

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しています。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「２.会社の現況(2)会社役員の状況④取

締役及び監査役の報酬等」に記載しています。

⑥ その他株式に関する重要な事項

　当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分

割を行っています。上記の株式数につきましては、基準日が2026年３月

31日であるため、当該株式分割前のものとなっています。

－ 9 －
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会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 吉　澤　浩一郎 未来ネットワーク株式会社 取締役

代表取締役社長 伊　藤　由郁紀 執行役員社長

取 締 役 相 談 役 伊　藤　隆　三

取 締 役 吉　澤　正　博
専務執行役員 品質技術本部長兼DX推進室担当兼技術
系職員教育担当

取 締 役 山　﨑　光　夫
専務執行役員 全社建築・営業統括 建築事業本部長

機材サービス株式会社 取締役

取 締 役 山　口　和　彦 常務執行役員 長野建築本店長

取 締 役 田　下　昌　志 執行役員 土木事業本部担当

取 締 役 久　保　　　智 執行役員 管理本部長兼法務コンプライアンス室担当

取 締 役 * 舟　見　英　夫

常 勤 監 査 役 栁　澤　久　章

監 査 役 * 鴇　澤　　　裕

税理士法人 TOKIZAWA＆PARTNERS 代表社員

株式会社高見澤 社外監査役

一般社団法人長野県自動車整備振興会 監事

監 査 役 * 小　林　　　泰
倉﨑・小林法律事務所 弁護士

やまびこ債権回収株式会社 取締役

氏名 退任日 退任事由
退任時の地位・担当及び重要な兼職の
状況

小　出　貞　之 2025年６月20日 任期満了 社外取締役

  (2) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2026年３月31日現在）

(注)１. *の取締役舟見英夫氏は、社外取締役です。

２. *の監査役鴇澤裕氏及び小林泰氏は、社外監査役です。

３. 監査役鴇澤裕氏は、税理士の資格を有し、財務及び会計に関する専門的知見を有してい

ます。

４. 監査役小林泰氏は、弁護士の資格を有し、企業法務に関する専門的知見を有していま

す。

５. 当社は取締役舟見英夫氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ています。

６. 事業年度中に退任した取締役

－ 10 －
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② 責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役舟見英夫氏及び各監査役との間で、会社法第427条第１
項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を法令が規定する
額に限定する契約を締結しています。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

を保険会社との間で締結しています。当該保険契約の被保険者の範囲

は、当社役員（取締役及び監査役）、執行役員、管理職従業員（重要な

使用人）、社外派遣役員、退任役員であり、保険料は全額当社が負担し

ています。

　当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責

任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ず

ることのある損害を当該保険契約により保険会社が補填するものであ

り、１年毎に契約更新しています。

　なお、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするた

め、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた

損害は補填の対象としないこととしています。

　次回更新時には同内容での更新を予定しています。

④ 取締役及び監査役の報酬等

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針

　当社は、2021年２月５日開催の取締役会において、取締役の個人別

の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しています。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につ

いて、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決

定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うもの

であると判断しています。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとお

りです。

ａ．基本方針

　当社の取締役の報酬は、安定的企業経営に資するため、企業価値の

持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう、株主

利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては

各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。

　具体的には、取締役会長・取締役相談役及び業務執行取締役の報酬

は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬等及び株式報酬により

構成し、監督機能を担う社外取締役については、基本報酬及び業績連

動報酬等を支払うこととする。

－ 11 －
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ｂ．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

　（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、その内容は役

位に応じた報酬に役割責任、在任年数に応じて他社水準、当社の業

績、従業員給与の水準を考慮して、総合的に勘案して決定するもの

とする。

ｃ．業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法

の決定に関する方針

　（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）

　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高める

ため業績指標を反映した現金報酬とし、各事業年度の経常利益の目標

値に対する達成度合いに応じて算出された額を役員賞与として毎年、

一定の時期に支給する。目標となる業績指標とその値は、年度計画策

定時に設定し、適宜、環境の変化に応じて見直しを行うものとする。

　非金銭報酬等は、譲渡制限付株式とし、その付与のための報酬額等

については、取締役の報酬限度額の範囲内でかつ年額３０百万円以内

とし、毎年一定の時期に付与する。株数の算定方法、報酬等を与える

時期、条件の決定については譲渡制限付株式報酬規程の定めによる。

ｄ．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役

の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　取締役会長・取締役相談役及び業務執行取締役の報酬等の種類ごと

の比率の目安は、基本報酬：業績連動報酬等：非金銭報酬等＝１２：

１：１とする（業績指標を１００％以上達成した場合）。(注:業績連

動報酬等は、役員賞与であり、非金銭報酬等は、譲渡制限付株式であ

る。)

ｅ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長が

その具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、

各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた賞

与の評価配分とする。

　取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使される

よう、株主総会で決議された報酬等総額（役員賞与を含む。）の限度

額以内で、報酬総額（賞与総額を含む。）を決議するものとし、上記

の委任を受けた代表取締役社長は、当該決議の内容に従って決定をし

なければならないこととする。なお、株式報酬は、取締役会で取締役

個人別の割当株式数を決議する。

－ 12 －
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区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬
業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役
(うち社外取締役)

198,859
（5,200）

170,700
（4,800）

14,350
（400）

13,809
（－）

10
（ 2 ）

監査役
(うち社外監査役)

16,900
（7,800）

15,600
（7,200）

1,300
（600）

－
3

（ 2 ）

合計
(うち社外役員)

215,759
（13,000）

186,300
（12,000）

15,650
（1,000）

13,809
（－）

13
（ 4 ）

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

(注)１．上表には、2025年６月20日開催の第71期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役

１名（うち社外取締役１名）を含んでいます。

２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていません。

３．業績連動報酬にかかる業績指標は、単体の経常利益の年度目標値が各事業年度の業績の

達成度の判定に最も適していることから、これを基本指標として選定し、目標値に対す

る達成度合い等に応じて支給額を算出しています。なお、当期の実績は目標値2,100百

万円に対し、3,758百万円となりました。

４．非金銭報酬等の内容は当社の譲渡制限付株式であり、割当ての際の条件等は「イ．役員

報酬等の内容の決定に関する方針」のとおりです。また、当事業年度における交付状況

は、事業報告「２.会社の現況(1)株式の状況⑤当事業年度中に職務執行の対価として当

社役員に対し交付した株式の状況」に記載しています。

５．取締役の報酬限度額は、1991年６月27日開催の第37期定時株主総会において、年額300

百万円と決議されています（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。当該株主

総会終結時点の取締役の員数は、17名（うち社外取締役は０名）です。

　また、取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬額

等については、2018年６月22日開催の第64期定時株主総会において、上記の報酬枠の範

囲内かつ年額30百万円以内と決議されています。当該株主総会終結時点の取締役（社外

取締役を除く。）の員数は、８名です。

６．監査役の報酬限度額は1994年６月24日開催の第40期定時株主総会において、年額30百万

円と決議されています。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名です。

７．取締役会は、代表取締役社長執行役員社長伊藤由郁紀に対し、各取締役の基本報酬の額

及び社外取締役を除く各取締役の担当部門の業績等を踏まえた賞与の評価配分の決定を

委任しています。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の担当部

門について評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためです。なお、委

任された内容の決定にあたっては、社外取締役等の意見を聴取したうえで決定するもの

とします。

－ 13 －
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役　舟見英夫

2025年６月20日就任以降、当事業年度に開催された取締役会９回
のうち９回に出席いたしました。
長年に亘り銀行及び証券会社の経営に当たられた豊富な経験と幅
広い見識等を活かし、当社の経営の透明性、客観性及びコーポレ
ート・ガバナンスの向上等について適宜必要な発言を行うことに
より、実効性の高い監督等に十分な役割・責務を果たしていま
す。

社外監査役　鴇澤　裕

当事業年度に開催された取締役会12回のうち10回、監査役会11回
のうち10回に出席いたしました。
税理士としての専門的知見から財務・会計面を中心に取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言等を適宜行って
います。

社外監査役　小林　泰

当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回、監査役会11回
のうち11回に出席いたしました。
弁護士としての専門的知見から法律面を中心に取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための発言等を適宜行っていま
す。

⑤ 社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役の舟見英夫氏に重要な兼職はありません。

・監査役の鴇澤　裕氏は、税理士法人TOKIZAWA＆PARTNERSの代表社員、株

式会社高見澤の社外監査役及び一般社団法人長野県自動車整備振興会の

監事です。税理士法人TOKIZAWA＆PARTNERSと当社とは税務業務に関する

顧問契約を締結しています。また、事務所新築に伴う内装工事の受注等

の取引関係があります。株式会社高見澤と当社との間には工事の発注や

建設資材の仕入れ等の取引関係があります。一般社団法人長野県自動車

整備振興会と当社との間には特別な関係はありません。

・監査役の小林　泰氏は、倉﨑・小林法律事務所の弁護士及びやまびこ債

権回収株式会社の取締役です。倉﨑・小林法律事務所及びやまびこ債権

回収株式会社と当社との間には特別な関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

－ 14 －
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支 払 額

イ、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 32,500千円

ロ、当社及び子会社が会計監査人に支払うべき
　　金銭その他の財産上の利益の合計額

35,000千円

(3) 会計監査人の状況

① 会計監査人の名称　　　　 有限責任監査法人トーマツ

② 会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、上記イの当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額

を記載しています。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積

りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監

査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容

　当社は、会計監査人に対し公認会計士法第２条第１項の業務以外に、企

業会計基準第34号「リースに関する会計基準」の適用による会計方針の検

討に関する助言・指導業務について対価を支払っています。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に

関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後の最初に招集され

る株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告い

たします。

－ 15 －
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(4) 業務の適正を確保するための体制

　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定

内容の概要は以下のとおりです。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

・社長が社是である｢すべてのことに誠実に よりよい仕事をしよう｣の理念

をあらゆる機会を捉えて繰り返し全役職員に伝えることにより、法令、

社内規則、社会規範を全役職員の職務活動の前提とするコンプライアン

スの精神を周知徹底する。

・全役職員の職務の遂行が法令、社内規則等に適合し、かつ社会規範を優

先した企業活動を行うことにより企業の社会的責任（企業倫理）を果た

すための基本事項をコンプライアンス規程に定め、これをより具体化し

たコンプライアンス・ポリシー（企業行動憲章）を制定して周知徹底す

る。

・全役職員にコンプライアンス・ポリシーを周知させるため、これをより

具体化したコンプライアンス・マニュアルを作成、配布し、遵法意識を

醸成するとともに全役職員の業務遂行の指針にすることを周知徹底す

る。コンプライアンス・マニュアルにおいては、全役職員に対し特に市

民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体等との関与、取

引や利益供与等の行為をなさないことを徹底し、併せて取引先との工事

下請負基本契約書、注文書、注文請書にもこの旨を明記する。

・社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設け、その事務局を管理

本部内に置き全役職員に対する指導監督権限を与える。

・全役職員が法令、社内規則に反する行為等に気付いた場合、何ら不利益

を被ることなく直接担当部署へ通報等を行えるよう内部通報処理規程に

基づく内部通報制度を設け、これを全役職員に周知徹底することにより

不正行為、損害発生行為等を未然に防止する。

・内部監査規程を設けて監理室を置き、必要に応じて監査役会、会計監査

人と連携し、部外者の客観的な評価、判断を加えた実効性のある監査を

徹底しつつ業務処理の適正化を図る。

・法令、社内規則に違反した行為等を行った全役職員に対し、賞罰規程等

を厳格に運用して厳正に処分し、再発を防止するとともに遵法精神の育

成を図る。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役会議事録、経営会議議事録、稟議書、各種契約書、その他業務執

行状況を示す主要な書面等は、法令及び文書管理規程等の社内規則に基

づき適正に保存し、管理する。

－ 16 －
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・発注案件(施主)、請負契約の特殊条件及び工事の施工から発生する損失

リスクを未然に防止するための基本事項を｢発注案件(施主)・請負契約・

施工リスク対策規程｣に定め、これらのリスク防止対策を周知徹底する。

・売掛債権、投資等のリスクは、リスク管理の観点から随時、受注審査規

程、売掛債権管理基準等の業務管理規程を見直し、必要に応じて随時、

社内規則を整備する。

・事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、事故、災害等が発生した場合は、緊

急連絡体制図に基づき初動対応を機敏、的確に行うとともに、必要に応

じて危機対策本部等を設置して危機管理を行う。

・不正行為等による損害発生危惧リスクは、内部通報処理規程に基づく内

部通報制度を周知して未然に防止する。

・リスク管理部門として法務コンプライアンス室が管理本部と連携して全

社の活動を統括し、関係部署と協力して損失の発生、拡大を防止する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・会社として達成すべき経営目標を明示し、各取締役の業務執行目標を明

確にするとともに、各取締役に課された業績目標への責任基準とするた

め、期ごとの経営計画を策定する。

・職務権限規程、稟議規程に基づく稟議制度等により意思決定の迅速化を

図るとともに、重要事項については、経営会議、取締役会において論議

を尽くし、慎重な意思決定を行う。

⑤ 会社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

・グループ・コンプライアンス・ポリシー(企業集団行動憲章)を定め、守

谷商会グループ全体のコンプライアンス遵守体制の指針とする。

・管理本部及び経営企画室は、子会社管理の担当部署として定期的に全子

会社との経営協議会を開催し、子会社の経営管理を的確に行い、グルー

プ全体の業務の適正化を確保し、推進する。

・守谷商会グループ全体のリスク管理の観点から随時、関係会社運営規程

を見直し、必要に応じて規程、内規等を整備する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

・監査役の求めに応じ監査役会事務局を置き、必要な人員を配置して監査

役を補助すべき使用人(職員)とする。

－ 17 －
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⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役会事務局の使用人(職員)の人事異動、人事評価、懲戒処分につい

ては、監査役会から事前に意見を徴するものとする。

・監査役会事務局の使用人(職員)が事務局に在籍している期間中の当該使

用人(職員)に対する指揮命令権は、監査役会に移譲されるものとし、取

締役の指揮命令は受けないものとする。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制

・経営会議規程の定めにより常勤監査役が経営会議に出席し、質問し意見

を述べることができることを保証する。

・監査役から会社の業務及び財産の状況を調査するため、関係資料の提

出、報告等を求められた場合は、速やかに必要な資料を提供し、報告す

る体制を整える。

・内部通報処理規程に基づく内部通報制度の周知を図り、当該制度を通し

て会社に重大な損失を与える事案が発生し又はその虞があるとき、役職

員による違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役会規程によ

り監査役に報告すべきものと定められた事項が生じたときは、速やかに

報告する体制を整える。

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

・前号の報告をした者に対して解雇その他いかなる不利益も生じないこと

を確保するため、内部通報処理規程を整備し、役職員に周知徹底してい

る。

⑩ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

・監査役がその職務について生じる費用の前払い又は償還等の請求をした

ときは、担当部署において審議のうえ、当該監査役の職務の執行に必要

でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理す

る。

⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・役職員の監査役の監査に対する理解を深め、監査の環境を整備するよう

努める。
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・社長との定期的な意見交換会を開催し、また社内監査部門である監理室

との連携を図り、的確な意思疎通と効果的な監査業務を遂行できるよう

努める。

⑫ 金融商品取引法(以下、｢同法｣という。)に基づく財務報告の信頼性を

確保するための体制

・同法に基づき財務報告の信頼性を確保するために行われる財務報告に係

る内部統制に関しては、内部統制の整備、運用を的確に行い、一般に公

正妥当と認められる評価の基準に準拠してその有効性を自ら評価し、評

価の結果を外部に報告することが求められる。当社は次に記載する基本

原則に従って有効性の評価及び外部への報告、開示を実施する。

・財務報告の内部統制の信頼性を確保するため内部監査規程により内部監

査業務の担当部署を明確にするとともに、財務報告内部統制規程を整備

して内部統制委員会を設け、内部統制実務の整備、運用状況等を定期的

に調査、評価、検討し、不備の発生の予防及び不備があった場合は、こ

れを是正する体制を維持する。

・財務報告の内部統制の有効性の評価及び外部報告は、同法を始め関係法

令の定めに従って実施する。

・財務報告の内部統制の有効性の評価は、一般に公正妥当と認められる評

価基準に準拠した手続で実施する。

⑬ 社外取締役及び社外監査役の選任

　当社は、コーポレート・ガバナンスにおいて、現在、１名の社外取締役

を選任しているほか監査役３名のうち１名が常勤監査役に、利害関係の

ない２名が非常勤の社外監査役にそれぞれ就任して常時、取締役の業務

執行を監査するとともに、常勤監査役が経営会議に、上記の４名が取締

役会に出席して意見を述べ、論議に加わることにより外部から経営を牽

制、監視する体制を整備している。

(5) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概

要は以下のとおりです。
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①コンプライアンス遵守体制

　役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任及び企業倫

理を果たすためコンプライアンス・ポリシーを定め、それをグループ全職

員に周知徹底するとともに、コンプライアンス・マニュアルの作成、弁護

士・会計士等による年１回以上の研修、内部通報制度の充実等の諸施策を

実施し、業務に関連する法令等について遵守の徹底を図っています。

②リスク管理体制

　当社は、発注案件（施主）、請負契約の特殊条件及び工事の施工から発生

する損失リスク、売掛債権、投資等のリスクに対応するため「発注案件

（施主）・請負契約・施工リスク対策規程」、「受注審査規程」等を整備

し、リスク防止対策の基本事項を定めるとともに、関係部署が適時・適確

に顧問弁護士等から助言・指導を受けられる体制にしています。また、規

程に基づき営業案件の与信審査、中間施工会議を確実に実施し、リスク管

理部門の法務コンプライアンス室が管理本部と連携して関係部署をサポー

トすることによりリスクを未然に防止する体制を整備するとともに、事故

発生時においても影響を最低限に止める体制としています。

　安全活動、品質活動、環境活動は品質技術本部内の安全環境管理室、品質

管理部が中心となり未然防止の見地から日々活動を強化しています。

③内部監査及び監査役監査

　当社は、社長直轄の組織として監理室を設置し内部監査を実施していま

す。監理室は、工事における社内検査部門である品質技術本部品質管理部

と連携し、計画的で実効性のある内部監査を実施しています。また、監査

役の監査及び会計監査人による会計監査と連携することにより内部監査体

制の強化を図っています。

　監査役の監査は、常勤監査役が中心となり取締役会、経営会議に出席する

ほか、各種委員会、会議にも積極的に参加し、その内容を監査役会に反映

させることにより取締役の職務の執行を監視しています。

　監査役と監理室は、情報の共有に努めるとともに、内部統制統括部門であ

る管理本部及び会計監査人とも連携を深め、双方の監査が効率的かつ実効

性が上がるよう努めています。
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連結貸借対照表

（2026年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

 （資　産　の　部）  （負　債　の　部）

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

電 子 記 録 債 権

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

不 動 産 事 業 支 出 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械、運搬具及び工具器具備品

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

投 資 不 動 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

29,085,455

9,728,139

14,744,181

18,699

1,649,298

162,349

1,867,463

916,151

△827

9,230,749

3,954,970

1,551,404

149,177

2,222,326

1,997

30,064

92,309

31,903

60,406

5,183,469

1,593,019

339

177,539

3,064,811

376,859

△29,100
　

流 動 負 債 18,066,214

支払手形・工事未払金 6,913,476

電 子 記 録 債 務 2,441,040

短 期 借 入 金 800,000

1年内返済予定の長期借入金 255,348

未 払 法 人 税 等 972,649

未 成 工 事 受 入 金 3,629,087

不 動 産 事 業 受 入 金 20,030

賞 与 引 当 金 199,140

完成工事補償引当金 67,170

工 事 損 失 引 当 金 7,800

仮 受 消 費 税 等 1,546,940

そ の 他 1,213,528

固 定 負 債 1,497,129

長 期 借 入 金 726,301

退職給付に係る負債 670,438

繰 延 税 金 負 債 41,260

そ の 他 59,129

負 債 合 計 19,563,343

（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 18,122,844

資 本 金 1,712,500

資 本 剰 余 金 1,398,714

利 益 剰 余 金 15,166,858

自 己 株 式 △155,229

その他の包括利益累計額 630,017

その他有価証券評価差額金 581,253

退職給付に係る調整累計額 48,764

純 資 産 合 計 18,752,861

資 産 合 計 38,316,205 負 債 純 資 産 合 計 38,316,205

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 50,466,102

兼 業 事 業 売 上 高 389,591 50,855,693

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 43,616,385

兼 業 事 業 売 上 原 価 349,901 43,966,287

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 6,849,716

兼 業 事 業 売 上 総 利 益 39,689 6,889,406

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,027,936

営 業 利 益 3,861,469

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 40,453

受 取 賃 貸 料 28,070

受 取 保 険 金 35,702

そ の 他 19,680 123,907

営 業 外 費 用

支 払 利 息 32,170

そ の 他 40,493 72,663

経 常 利 益 3,912,713

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,912,713

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,235,674

法 人 税 等 調 整 額 △66,635 1,169,038

当 期 純 利 益 2,743,675

親会社株主に帰属する当期純利益 2,743,675

連 結 損 益 計 算 書
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（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,712,500 1,390,293 12,641,148 △164,061 15,579,880

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △217,964 △217,964

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

2,743,675 2,743,675

自 己 株 式 の 取 得 △93 △93

自 己 株 式 の 処 分 8,421 8,925 17,346

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－

当 期 変 動 額 合 計 － 8,421 2,525,710 8,832 2,542,963

当 期 末 残 高 1,712,500 1,398,714 15,166,858 △155,229 18,122,844

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証
券評価差額金

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 354,778 4,526 359,305 15,939,185

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △217,964

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

2,743,675

自 己 株 式 の 取 得 △93

自 己 株 式 の 処 分 17,346

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

226,474 44,237 270,712 270,712

当 期 変 動 額 合 計 226,474 44,237 270,712 2,813,676

当 期 末 残 高 581,253 48,764 630,017 18,752,861

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ５社

・連結子会社の名称 株式会社アスペック

丸善土木株式会社

守谷不動産株式会社

機材サービス株式会社

未来ネットワーク株式会社

② 非連結子会社の状況 該当ありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した関連会社

 　の状況

・持分法適用関連会社 該当ありません。

② 持分法を適用していない非 該当ありません。

   連結子会社及び関連会社の

   状況

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度はすべて連結決算日と同じです。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券　　　　　償却原価法（定額法）によっています。

ロ．その他有価証券

・市場価格のない株式等　　　　時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

以外のもの　　　　　　　　　売却原価は移動平均法により算定)によっています。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっています。

ハ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

・販売用不動産 個別法による原価法によっています。

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定しています。)

・未成工事支出金 個別法による原価法によっています。

・不動産事業支出金 個別法による原価法によっています。
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イ．有形固定資産及び投資不動産

(リース資産を除く)

定率法(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については定額法)によっ

ています。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっています。

ロ．無形固定資産

(リース資産を除く)

自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法によっています。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

ハ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産について、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しています。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しています。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため､支給見込額

に基づいて計上しています。

ハ．完成工事補償引当金 完成工事に係る契約不適合責任による費用に備えるた

め､当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積

補償額に基づいて計上しています。

ニ．工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計

年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積ることができる工事につい

て、当該損失見込額に基づいて計上しています。

④ 重要な収益及び費用の計上基準

イ．工事契約 建築・土木事業においては、主に長期の工事契約を締

結しています。当該契約については、一定の期間にわ

たり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足

に係る進捗度に基づき収益を認識しています。進捗度

の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原

価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づ

いて行っています。

ただし、工事の初期段階において進捗度を合理的に見

積もれないが、履行義務を充足する際に発生する費用

を回収することが見込まれる場合には、進捗度を合理

的に見積もることができる時まで、一定の期間にわた

り充足される履行義務について、原価回収基準により

処理を行っています。
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イ．退職給付に係る負債 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた

め､当連結会計年度末における退職給付債務の見込額

に基づいて計上しています。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっています。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(５年)に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の連結会

計年度から費用処理しています。

ロ．建設工事共同企業体（JV）

　　工事の会計処理について

建設工事共同企業体（JV）工事については、JVを独立

した会計単位とせず、単体決算に取り込む方式により

会計処理を行っています。

なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を

充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事

契約については、一定の期間にわたり収益を認識せ

ず、引渡時点において履行義務が充足されると判断

し、当該時点で収益を認識しています。

ロ．不動産売買契約 不動産事業においては、主に顧客との不動産売買契約

書に基づき物件の引渡しを行う義務を負っています。

当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足され

るものであり、当該引渡時点において収益を認識して

います。

⑤ のれんの償却方法及び償却期間

　 のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っています。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
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売上高
報告セグメント

合計
建築事業 土木事業 不動産事業

一時点で移転される財 2,866,620 581,639 389,591 3,837,850

一定の期間にわたり移転される財 39,999,299 7,018,543 0 47,017,842

顧客との契約から生じる収益 42,865,920 7,600,182 389,591 50,855,693

その他の収益 ― ― ― 0

外部顧客への売上高 42,865,920 7,600,182 389,591 50,855,693

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 3,300,205千円

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 1,629,860

契約資産(期首残高) 9,915,541

契約資産(期末残高) 13,133,021

契約負債(期首残高) 2,168,984

契約負債(期末残高) 3,649,118

２．収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の

作成のための基本となる重要な事項に関する注記　(4) 会計方針に関する事項　④ 重要な

収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

（3）当年度及び翌年度以降の収益の金額を理解するための情報

①契約資産及び契約負債の残高等

　連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、「受取手形・完

成工事未収入金等」に含まれており、契約負債は、「未成工事受入金」及び「不動産事業受

入金」に含まれています。受取手形・完成工事未収入金等の内訳は、売上債権1,611,160千

円、契約資産13,133,021千円です。

　契約資産は、主に建築・土木事業における工事契約について、履行義務を充足するにつれ

て一定の期間にわたり収益を認識する方法に基づいて認識した収益にかかる未請求の対価に

対する当社及び連結子会社の権利に関するものです。契約資産は、対価に対する当社及び連

結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

当該工事契約に関する対価は、工事の完成・引渡時に請求し、契約書に基づいた支払期日に

受領しています。

　契約負債は、主に建築・土木事業の工事請負契約に基づき顧客から受け取った手付金等の

前受金に関するものです。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額

は、2,148,984千円です。また、当連結会計年度において、契約資産が増減した理由は、主と

して収益認識（契約資産の増加）と、売上債権への振替（契約資産の減少）によるもので
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す。契約負債の増減した理由は、主として前受金の受取り（契約負債の増加）と収益認識

（契約負債の減少）によるものです。

　過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収

益（主に取引価格の変動）の額は1,338,090千円です。

②残存履行義務に配分した取引価格

　未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、当連結会計年度末において51,421,200千円

です。

　当該履行義務は、建築・土木事業の工事契約における請負に関するもの並びに不動産事業

における土地・建物の売買契約に関するものであり、期末日後、１年以内に約70％、２年以

内に約27％、３年以内に約３％が収益として認識されると見込んでいます。

３．会計上の見積りに関する注記

履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法を適用する工事に係

る工事原価総額の見積り

① 連結計算書類に計上した金額

・建築事業セグメント及び土木事業セグメントの履行義務を充足するにつれて、一定の期

間にわたり収益を認識する方法を適用する工事に係る完成工事高　47,017,842千円

・工事損失引当金　7,800千円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社グループは、建築事業セグメント、土木事業セグメントの工事契約について、一定

の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収

益を認識しています。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、

予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行っています。工事原価総額は現場代

理人が作成し社内で承認を受けた実行予算書に基づき見積もっています。工事着工後は、

建築事業セグメントでは設計変更が生じる場合があるほか、土木事業セグメントでは設計

変更及び工法の見直しが生じ、工事着工前に予期していなかった工事原価の変動が発生す

る場合があり、直近の現場の状況を工事原価総額の見積りに反映しています。

　当該見積りは、今後の工事の進捗に伴う設計変更や工法の見直し等によって影響を受け

る可能性があり、翌連結会計年度の連結計算書類において、完成工事高、完成工事原価及

び工事損失引当金の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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販売用不動産 2,987千円

建物・構築物 620,148

土地 936,348

投資不動産 75,521

計 1,635,004千円

短期借入金 200,000千円

1年以内返済予定の長期借入金 242,966

長期借入金 720,000

計 1,162,966千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,632,722千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 2,260千株 －千株 －千株 2,260千株

　2025年６月20日開催の第71期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 217,641千円

・１株当たり配当額 100.00円

・基準日 2025年３月31日

・効力発生日 2025年６月23日

　2026年６月19日開催の第72期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 392,569千円

・１株当たり配当額 180.00円

・基準日 2026年３月31日

・効力発生日 2026年６月22日

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

　　  上記に対応する債務

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っています

が、上記の事項は、当該株式分割前の株式数を基準としています。

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っています

が、上記の事項は、当該株式分割前の株式数を基準としています。
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６．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして必要な資金(主に銀行借入)を調達しています。

一時的な余資は主として流動性の高い金融資産で運用し、また、運転資金を銀行借入により

調達しています。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

  営業債権である受取手形・完成工事未収入金等、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒

されています。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式、債券及び投資信託であり、市場

価格の変動リスクに晒されています。

　営業債務である支払手形・工事未払金、電子記録債務は、そのほとんどが２ヶ月以内の支

払期日です。

　営業債権及び借入金は流動性リスクに晒されています。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について各事業部門における営業部・管理部

門が法務コンプライアンス室と協働して主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っています。連結子会社についても、当社の債権管理規程に

準じて同様の管理を行っています。

ロ．市場リスク(株価や為替等の変動リスク)の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握

し、市況や取引先企業との関係も勘案して保有状況を継続的に見直しています。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めた社内ルールに従い、

適切に行っています。

ハ．資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署は適時に資金繰計画を作成・更新すると

ともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しています。連結子会社につ

いても当社と同様の管理を行っています。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

投資有価証券 1,489,264千円 1,478,957千円 △10,307千円

長期借入金 981,649 947,940 △33,708

区　　　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 103,754千円

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　株式

　その他

1,006,553千円

－

－千円

382,711

－千円

－

1,006,553千円

382,711

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　地方債 －千円 89,693千円 －千円 89,693千円

長期借入金 － 947,940 － 947,940

（2）金融商品の時価等に関する事項

　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりです。なお、市場価格のない株式等は含まれていません。

(注) １．「現金預金」「受取手形・完成工事未収入金等」「電子記録債権」「支払手形・工事

未払金」「電子記録債務」「短期借入金」「未払法人税等」については、短期間で決

済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略していま

す。

 ２．市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれていません。当該金融商品の

連結貸借対照表計上額は以下のとおりです。

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しています。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に

より算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価

を分類しています。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,913,937千円 1,220,696千円 3,134,633千円 2,618,650千円

（1) １株当たり純資産額 1,719円70銭

（2) １株当たり当期純利益 251円76銭

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しています。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル１の時価に分類しています。

　債券は、当社が保有している地方債は市場での取引頻度が低く、活発な市場における相

場価格とは認められないため、レベル２の時価に分類しています。

　投資信託は、市場における取引価格が存在せず、解約又は買戻請求に関して市場参加者

からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がないものであるため、基準価額を時価

としてレベル２の時価に分類しています。

長期借入金（１年内返済予定含む）

　長期借入金の時価については、固定金利によるものは、元利金の合計額と当該債務の残

存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベ

ル２の時価に分類しています。

７．賃貸等不動産に関する注記

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、長野県その他の地域において賃貸用の建物、土地を有し

ています。2026年３月期における当該賃貸損益は87,257千円(賃貸収入は兼業事業売上高及

び営業外収益に、主な賃貸費用は兼業事業売上原価に計上)です。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

(注) １. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し

た金額です。

２. 当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は投資不動産の取得（1,261,548千円）によ

るものです。主な減少額は減価償却によるもの（40,851千円）です。

３. 当連結会計年度末の時価は、主として｢不動産鑑定評価基準｣に基づいて自社で算定し

た金額(指標等を用いて調整を行ったものを含む)です。

８．１株当たり情報に関する注記

（注）当社は2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っています。当

連結会計年度の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額および１株当

たり当期純利益を算定しています。
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　株式分割前の発行済株式総数 2,260,000株

　今回の分割により増加する株式数 9,040,000株

　株式分割後の発行済株式総数 11,300,000株

　株式分割後の発行可能株式総数 39,000,000株

　基準日公告日 2026年３月16日（月）

　基準日 2026年３月31日（火）

　効力発生日 2026年４月１日（水）

９．企業結合等関係

（企業結合に係る暫定的な会計処理の確定）

　2024年12月31日に行われた未来ネットワーク株式会社との企業結合について、前連結会計年

度において暫定的な会計処理を行っていましたが、当連結会計年度に確定しています。

　この暫定的な会計処理の確定に伴い、当連結会計年度の連結財務諸表に含まれる比較情報に

おいて取得原価の当初配分額に重要な見直しが反映されており、無形固定資産その他に10,293

千円、繰延税金負債に3,171千円配分されました。

　この結果、暫定的に算定されたのれんの金額49,659千円は、会計処理の確定により7,121千

円減少し、42,538千円となっています。

　また、前連結会計年度の連結貸借対照表は、のれんが6,765千円、利益剰余金が1,424千円減

少し、無形固定資産その他が7,719千円、固定負債その他が2,378千円増加しています。

　なお、前連結会計年度の連結損益計算書に与える影響は軽微です。

10．重要な後発事象に関する注記

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

　当社は、2026年２月９日開催の取締役会に基づき、2026年４月１日付で株式分割及び株式分

割に伴う定款の一部変更を行っています。

１．株式分割について

（１）株式分割の目的

　当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることで、投資家の皆様により投資し

やすい環境を整え、投資家層の拡大と株式の流動性向上を図ることを目的とするもの

です。

（２）株式分割の概要

①分割の方法

　2026年３月31日（火）を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録され

た株主の所有する普通株式を、１株につき５株の割合をもって分割しました。

②分割により増加する株式数

③分割の日程

（３）１株当たり情報に及ぼす影響

　株式分割による影響は、「連結注記（１株当たり情報に関する注記）」に記載のと

おりです。
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変更前定款 変更後定款

（発行可能株式総数）

第5条

当会社の発行可能株式総数は、

7,800,000株とする。

（発行可能株式総数）

第5条

当会社の発行可能株式総数は、

39,000,000株とする。

（４）その他

①資本金の額の変更

今回の株式分割に際して、資本金の額に変更はありません。

②2026年３月期の期末配当について

　今回の株式分割は、2026年４月１日（水）を効力発生日としていますので、2026

年３月31日（火）を基準日とする2026年３月期の期末配当につきましては、株式分

割前の株式が対象となります。

２．定款の一部変更について

（１）変更の理由

　今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づく取締役会決議により、

2026年４月１日をもって、当社の定款第５条の発行可能株式総数を変更しました。

（２）変更の内容（下線は変更箇所を示します。）

（３）変更の日程

定款変更の効力発生日　2026年４月１日（水）

　　　記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てています。

　　　また、１株当たり情報につきましては、表示単位未満の端数を四捨五入しています。
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2026年５月18日

有限責任監査法人　トーマツ
長　野　事　務　所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 矢 野 浩 一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 福 士 直 和

独立監査人の監査報告書

株式会社守谷商会

取締役会　御中

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社守谷商会の2025年4月1日か

ら2026年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社守谷商会及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算

書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影

響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内

容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過

程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との

間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の

記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企

業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示す

る必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお

いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又

は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思

決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判

断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

　・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す

るために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切

でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類

の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示

しているかどうかを評価する。

　・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する

十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監

査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人

は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準

にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

　以　上
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貸借対照表

（2026年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 預 金

電 子 記 録 債 権

完 成 工 事 未 収 入 金

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

不 動 産 事 業 支 出 金

前 払 費 用

未 収 入 金

仮 払 消 費 税 等

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機械、運搬具及び工具器具備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

投 資 不 動 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

27,463,088

8,597,668

18,699

14,366,551

1,649,298

64,052

1,867,463

35,843

61,354

728,976

73,181

8,894,902

3,265,452

1,266,036

27,199

43,624

1,910,628

15,966

1,997

51,522

2,782

32,858

15,882

5,577,927

1,581,980

584,015

132,741

3,247

175,509

2,975,848

144,083

△19,500
　

（負　債　の　部）

流 動 負 債 17,305,488

支 払 手 形 110,453

電 子 記 録 債 務 2,441,040

工 事 未 払 金 6,430,192

短 期 借 入 金 800,000

1年内返済予定の長期借入金 240,000

未 払 金 127,256

未 払 費 用 104,500

未 払 法 人 税 等 924,667

未 成 工 事 受 入 金 3,374,129

不 動 産 事 業 受 入 金 20,030

預 り 金 114,629

賞 与 引 当 金 183,024

完成工事補償引当金 64,990

工 事 損 失 引 当 金 7,800

未 払 消 費 税 802,859

仮 受 消 費 税 1,546,940

そ の 他 12,973

固 定 負 債 1,459,146

長 期 借 入 金 720,000

退 職 給 付 引 当 金 703,585

そ の 他 35,561

負 債 合 計 18,764,635

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 17,017,284

資 本 金 1,712,500

資 本 剰 余 金 1,398,714

資 本 準 備 金 1,341,130

その他資本剰余金 57,584

利 益 剰 余 金 14,061,299

利 益 準 備 金 428,125

その他利益剰余金 13,633,174

別 途 積 立 金 1,433,960

繰越利益剰余金 12,199,214

自 己 株 式 △155,229

評価・換算差額等 576,070

その他有価証券評価差額金 576,070

純 資 産 合 計 17,593,355

資 産 合 計 36,357,990 負 債 純 資 産 合 計 36,357,990

貸　借　対　照　表
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損益計算書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 47,658,185

兼 業 事 業 売 上 高 366,201 48,024,386

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 41,375,441

兼 業 事 業 売 上 原 価 348,384 41,723,826

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 6,282,743

兼 業 事 業 売 上 総 利 益 17,816 6,300,560

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,611,418

営 業 利 益 3,689,142

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 76,245

有 価 証 券 売 却 益 2,015

受 取 賃 貸 料 28,070

受 取 保 険 金 26,304

そ の 他 8,070 140,706

営 業 外 費 用

支 払 利 息 31,473

固 定 資 産 売 却 損 12,706

雑 支 出 26,673

固 定 資 産 除 却 損 162 71,016

経 常 利 益 3,758,832

税 引 前 当 期 純 利 益 3,758,832

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,155,785

法 人 税 等 調 整 額 △53,315 1,102,469

当 期 純 利 益 2,656,362

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計資本準備金

その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,712,500 1,341,130 49,163 1,390,293 428,125 1,433,960 9,760,493 11,622,578 △164,061 14,561,311

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △217,641 △217,641 △217,641

当 期 純 利 益 2,656,362 2,656,362 2,656,362

自己株式の取得 △93 △93

自己株式の処分 8,421 8,421 8,925 17,346

株主資本以外の項目
の

当期変動額(純額)
－

当期変動額合計 － － 8,421 8,421 － － 2,438,720 2,438,720 8,832 2,455,973

当 期 末 残 高 1,712,500 1,341,130 57,584 1,398,714 428,125 1,433,960 12,199,214 14,061,299 △155,229 17,017,284

評価・換算差額等
純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 351,229 351,229 14,912,540

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △217,641

当 期 純 利 益 2,656,362

自己株式の取得 △93

自己株式の処分 17,346

株主資本以外の項目
の

当期変動額(純額)
224,841 224,841 224,841

当期変動額合計 224,841 224,841 2,680,815

当 期 末 残 高 576,070 576,070 17,593,355

株主資本等変動計算書
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個別注記表

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券　　　　　　 償却原価法（定額法）によっています。

② 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっています。

③ その他有価証券

・市場価格のない株式等　　　　 時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

以外のもの　　　　　　　　　　売却原価は移動平均法により算定)によっています。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっています。

④ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

・販売用不動産 個別法による原価法によっています。

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定しています。)

・未成工事支出金 個別法による原価法によっています。

・不動産事業支出金 個別法による原価法によっています。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産及び投資不動産 定率法(ただし、1998年４月１日以降に取得した建

　(リース資産を除く) 物(附属設備は除く)並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法)によ

っています。なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基準によってい

ます。

② 無形固定資産 自社利用ソフトウェアについては、社内における利用

　(リース資産を除く) 可能期間(５年)に基づく定額法によっています。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しています。

② 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額

に基づいて計上しています。

③ 完成工事補償引当金 完成工事に係る契約不適合責任による費用に備えるた

め、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償

額に基づいて計上しています。

④ 工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度

末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積ることができる工事について、当

該損失見込額に基づいて計上しています。
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個別注記表

① 退職給付に係る会計処理

② 建設工事共同企業体（JV）

 工事の会計処理について

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の

方法は、連結計算書類における会計処理の方法と異な

っています。

建設工事共同企業体（JV）工事については、JVを独立

した会計単位とせず、単体決算に取り込む方式により

会計処理を行っています。

⑤ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため､ 当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づいて計上しています。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(５年)による

定額法により按分した額をそれぞれ発生年度から費用

処理しています。

(4) 収益及び費用の計上基準

    完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　① 工事契約 建築・土木事業においては、主に長期の工事契約を締

結しています。当該契約については、一定の期間にわ

たり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足

に係る進捗度に基づき収益を認識しています。進捗度

の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原

価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づ

いて行っています。

ただし、工事の初期段階において進捗度を合理的に見

積もれないが、履行義務を充足する際に発生する費用

を回収することが見込まれる場合には、進捗度を合理

的に見積もることができる時まで、一定の期間にわた

り充足される履行義務について、原価回収基準により

処理を行っています。

なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を

充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事

契約については、一定の期間にわたり収益を認識せ

ず、引渡時点において履行義務が充足されると判断

し、当該時点で収益を認識しています。

　② 不動産売買契約 不動産事業においては、主に顧客との不動産売買契約

書に基づき物件の引渡しを行う義務を負っています。

当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足され

るものであり、当該引渡時点において収益を認識して

います。

(5) その他の計算書類作成のための基本となる事項
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個別注記表

販売用不動産 2,987千円

建物 608,321

土地 900,348

投資不動産 75,521

計 1,587,179千円

短期借入金 200,000千円

1年内返済予定の長期借入金 240,000

長期借入金 720,000

計 1,160,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,826,303千円

① 短期金銭債権 35,063千円

② 長期金銭債権 132,500千円

③ 短期金銭債務 32,679千円

① 仕入高等 973,926千円

② 営業取引以外の取引高 46,721千円

２．収益認識に関する注記

　収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　

(4)収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

３．会計上の見積りに関する注記

履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法を適用する工事に係

る工事原価総額の見積り

① 計算書類に計上した金額

・建築事業セグメント及び土木事業セグメントの履行義務を充足するにつれて、一定の期

間にわたり収益を認識する方法を適用する工事に係る完成工事高　45,492,524千円

・工事損失引当金　7,800千円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　連結注記表の「３．会計上の見積りに関する注記　履行義務を充足するにつれて、一定

の期間にわたり収益を認識する方法を適用する工事に係る工事原価総額の見積り　②会計

上の見積りの内容に関する理解に資する情報」に記載と同一の内容であるため、記載を省

略しています。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

上記に対応する債務

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりです。

５．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高
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個別注記表

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 83千株 0千株 4千株 79千株

繰延税金資産 千円

退職給付引当金 220,609

減損損失 159,330

賞与引当金 57,387

未払事業税 49,636

子会社株式評価損 31,566

完成工事原価否認 31,102

譲渡制限付株式 24,908

投資有価証券評価損否認 22,096

完成工事補償引当金 20,377

その他 42,166

小計 659,181

評価性引当額 △251,527

繰延税金資産合計 407,653

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △232,144

繰延税金負債合計 △232,144

繰延税金資産の純額 175,509

(1) １株当たり純資産額 1,613円37銭

(2) １株当たり当期純利益 243円75銭

６．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注)１.普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものです。

２.普通株式の自己株式の株式数の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式処分によ

るものです。

３.当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っています

が、上記の事項は、当該株式分割前の株式数を基準としています。

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８．１株当たり情報に関する注記

（注）当社は2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っています。

当事業年度の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額および１株当

たり当期純利益を算定しています。
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個別注記表

種 類
会 社 等 の

名 称 又 は 氏 名

議 決 権 等 の

所有(被所有)

割 合 （ ％ ）

関 連 当 事 者

と の 関 係
取 引 内 容

取 引 金 額

（ 千 円 ）
科 目

期 末 残 高

（ 千 円 ）

役 員 及 び

その近親者

鴇 澤  京 子

( 当 社 社 外 監

査役の近親者)

被所有

　直接0.02％
－

建 築 工 事

の 受 注
32,071

未 成 工 事

受 入 金
22,419

役員が議決

権の過半数

を所有して

いる会社等

税 理 士 法 人

TO K I Z A W A  ＆

P A R T N E R S

－

税 務 業 務 に

関 す る 顧 問

契 約 の 締 結

建 築 工 事

の 受 注
2,488

未 成 工 事

受 入 金
3,856

     

９．関連当事者との取引に関する注記

役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．税理士法人TOKIZAWA＆PARTNERSは、当社社外監査役の鴇澤裕氏が代表社員を務めて

います。

２．建築工事に受注については、当社と関連を有しない他の事業者と同様の条件によっ

ています。

３．上記の取引はJV（共同企業体）によるものであり、取引金額及び期末残高は当社出

資比率90％分を記載しています。

４．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

10．重要な後発事象に関する注記

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

　連結注記表の「10．重要な後発事象に関する注記（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部

変更）」に記載と同一の内容であるため、記載を省略しています。

　　　記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てています。

　　　また、１株当たり情報につきましては、表示単位未満の端数を四捨五入しています。
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

2026年５月18日

有限責任監査法人　トーマツ
長　野　事　務　所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 矢 野 浩 一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 福 士 直 和

独立監査人の監査報告書

株式会社守谷商会

取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社守谷商会の2025年4月1
日から2026年3月31日までの第72期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響
度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告

－ 46 －



2026/05/21 13:24:47 / 25301833_株式会社守谷商会_招集通知_電子提供措置用

計算書類に係る会計監査人の監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前
提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要が
ある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判
断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

　・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな
い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい
るかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第72期事業年度の取締役の職

務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分

担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、

子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図

り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適

正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に

定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び

運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明

いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及

び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行

われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を

「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って

整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並

びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び

連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

常勤監査役 栁 澤 久 章 ㊞

監 査 役 鴇 澤 　 裕 ㊞

監 査 役 小 林 　 泰 ㊞

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ

いても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

　　 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

 2026年５月18日

 　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社守谷商会　監査役会

（注）監査役鴇澤　裕及び監査役小林　泰は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定

める社外監査役です。
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　　期末配当に関する事項

　当社は、中期経営計画（2026年度～2028年度）におきまして、安定的かつ

充実した利益配分を基本とするとともに、2028年度の配当性向30％以上を掲

げています。

　第72期の期末配当につきましては、上記の方針を踏まえつつ、当期の業

績、今後の経営環境等を勘案するとともに、当社は2026年４月２日をもって

創業110周年を迎えましたが、これまでご支援いただきました株主の皆様に

感謝の意を表するため、１株につき30円の記念配当を加え、以下のとおりと

いたしたいと存じます。

① 配当財産の種類

 金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

 当社普通株式１株につき金180円

（普通配当150円、創業110周年記念配当30円）　総額392,569,200円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

 2026年６月22日

　（注）当社は2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を

行いましたが、当期の期末配当につきましては、基準日が2026年３月31

日であるため、当該株式分割前の株式数を基準として実施します。
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取締役選任議案、以上

候補者
番号

氏名 当社における地位及び担当
取締役会への
出席状況

１ 再任
い

伊　
とう

藤　
よし

由
ゆ

郁
き

紀 男性
代表取締役社長
執行役員社長

100％
（12回／12回）

２ 再任
よし

吉　
ざわ

澤　
まさ

正　
ひろ

博 男性

取締役専務執行役員
品質技術本部長兼
DX推進室担当兼
技術系職員教育担当

100％
（12回／12回）

３ 再任
やま

山　
ざき

﨑　
みつ

光　
お

夫 男性

取締役専務執行役員
全社建築・営業統括
建築事業本部長

100％
（12回／12回）

４ 再任
やま

山

 

　
ぐち

口

 

　
かず

和

 

　
ひこ

彦 男性
取締役常務執行役員
長野建築本店長

91.7％
（11回／12回）

５ 再任
た

田　
した

下　
まさ

昌　
し

志 男性
取締役執行役員
土木事業本部担当

100％
（12回／12回）

６ 再任
く

久

 

　
ぼ

保

 

　

 

　

 

　
さとし

智 男性

取締役執行役員
管理本部長兼
法務コンプライアンス室担当

100％
（12回／12回）

７

再任

社外

独立

ふな

舟

 

　
み

見

 

　
ひで

英

 

　
お

夫 男性 取締役
100％

（９回／９回）

８

新任

社外

独立

よし

吉

 

　
ざわ

澤

 

　
ゆ

裕

 

　
み

美 女性 － －

第２号議案　取締役８名の選任の件

　本総会終結の時をもって取締役９名全員が任期満了となります。

　つきましては、取締役会における機動的な意思決定の実現を図るため総数を

１名減員するとともに、経営監督機能の強化を図るため社外取締役を１名増員

し、取締役８名の選任をお願いするものです。

　取締役候補者は次のとおりです。

（注）舟見英夫氏の取締役会への出席回数は、2025年６月20日就任以降に開催された取締役会を

対象としています。
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取締役選任議案、以上

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株式の数

１
い

伊　
とう

藤　
よし

由
ゆ

郁
き

紀
(1962年４月13日生)

1985年４月 当社入社

2008年４月 建築事業本部工事部次長

2009年５月 建築事業本部工事部長

2011年４月 名古屋支店建築部長

2015年５月 名古屋支店副支店長兼建築部長

2016年４月 名古屋支店副支店長

2016年10月 執行役員名古屋支店長

2020年６月 取締役常務執行役員名古屋支店長

2022年４月 取締役常務執行役員建築事業本部長

2022年６月 取締役専務執行役員建築事業本部長

2023年６月　取締役副社長　執行役員副社長　建築事

業本部長

2024年４月　取締役副社長　執行役員副社長　建築事

業本部長兼経営企画室長

2024年６月　代表取締役社長 執行役員社長（現任）

8,881株

（取締役候補者とした理由）

伊藤由郁紀氏は、長年にわたり建築工事に携わるなど、豊富な実務経験と高い能力・見識を有

しています。2024年６月から代表取締役社長として強力なリーダーシップを発揮し、経営を担

っています。これまで取締役としての職責を十分に果たしていることから、引き続き取締役候

補者とするものです。

２
よし

吉　
ざわ

澤　
まさ

正　
ひろ

博
(1962年５月22日生)

1985年４月 当社入社

2011年11月 松本支店副支店長兼営業部長

2012年６月 執行役員松本支店副支店長兼営業部長

2013年６月 取締役専務執行役員建築担当兼建築事業

本部長

2015年４月 取締役専務執行役員東京支店長

2022年４月 取締役専務執行役員品質技術本部長

2024年６月 取締役専務執行役員品質技術本部長兼建

築事業本部長

2025年４月 取締役専務執行役員品質技術本部長兼DX

推進室担当兼技術系職員教育担当（現

任）

11,845株

（取締役候補者とした理由）

吉澤正博氏は、長年にわたり建築工事、建築営業等に携わるなど、豊富な実務経験と高い能

力・見識を有しており、現在は品質技術本部長として全社の品質管理、安全・衛生管理を統括

するほか、DX推進室担当としてITツールを用いた競争力の向上や経営資源の最適化に注力して

います。これまで取締役としての職責を十分に果たしていることから、引き続き取締役候補者

とするものです。
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取締役選任議案、以上

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株式の数

３
やま

山　
ざき

﨑　
みつ

光　
お

夫
(1965年５月７日生)

1988年４月 当社入社

2009年４月 名古屋支店建築部長

2011年４月 建築事業本部工事部長

2013年６月 長野建築本店工事部長（組織変更に伴う

部署名の変更）

2014年４月 執行役員長野建築本店副本店長兼工事部

長

2015年４月 執行役員長野建築本店副本店長兼工事部

長兼社寺・住宅・リニューアル部長

2017年１月 執行役員長野建築本店副本店長

2019年４月 執行役員長野建築本店長

2022年６月 取締役常務執行役員長野建築本店長

2023年６月 機材サービス株式会社取締役(現任)

2024年６月 取締役専務執行役員長野建築本店長

2025年４月 取締役専務執行役員全社建築・営業統括 

建築事業本部長（現任）

10,609株

（取締役候補者とした理由）

山﨑光夫氏は、長年にわたり建築工事に携わるなど、豊富な実務経験と高い能力・見識を有し

ており、現在は全社建築・営業統括建築事業本部長として全社の建築部門及び営業部門を一元

的に総合管理し統括しています。これまで取締役としての職責を十分に果たしていることか

ら、引き続き取締役候補者とするものです。

４
やま

山　
ぐち

口　
かず

和　
ひこ

彦
(1962年８月31日生)

1986年４月 株式会社八十二銀行（現八十二長野銀

行）入行

2009年５月 同行長地支店長

2012年６月 同行松本営業部営業一部長

2015年２月 同行中野支店長

2017年６月 同行須坂支店長

2020年４月 当社入社

2020年４月 長野建築本店副本店長兼営業部長

2022年４月 執行役員長野建築本店副本店長兼全社営

業担当

2023年６月 取締役執行役員長野建築本店副本店長兼

全社営業担当

2025年４月 取締役執行役員長野建築本店長

2025年６月 取締役常務執行役員長野建築本店長（現

任）

2,232株

（取締役候補者とした理由）

山口和彦氏は、長年にわたり株式会社八十二銀行において銀行業務に携わり支店長を務めるな

ど、企業経営や財務・経理面等に豊富な実務経験と高い能力・見識を有しており、現在は長野

建築本店長として長野・北陸地域の建築事業を統括しています。これまで取締役としての職責

を十分に果たしていることから、引き続き取締役候補者とするものです。
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取締役選任議案、以上

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株式の数

５
た

田

 

　
した

下

 

　
まさ

昌

 

　
し

志
(1962年１月18日生)

1985年４月 長野県入庁

2000年４月 国土交通省（旧建設省）砂防部

2016年４月 長野県建設部技術管理室長

2017年４月 同県道路管理課長

2018年４月 同県砂防課長

2019年４月 同県建設技監

2020年４月 同県建設部長

2022年４月 公益財団法人長野県建設技術センター理

事長

2023年４月 当社入社

2023年４月 顧問

2023年６月 取締役執行役員土木事業本部担当（現

任）

1,704株

（取締役候補者とした理由）

田下昌志氏は、長年にわたり長野県職員として建設行政に携わり建設部長を務めるなど、土木

工事分野全般に対し豊富な実務経験と高い能力・見識を有しており、現在は土木事業本部担当

として、全社の土木事業を統括しています。これまで取締役としての職責を十分に果たしてい

ることから、引き続き取締役候補者とするものです。

６
く

久　
ぼ

保　　　
さとし

智
(1964年２月22日生)

1987年４月 当社入社

2004年４月 東京支店総務課長

2007年６月 管理本部管理経理部総務人事課長

2009年７月 管理本部管理経理部次長兼社長室長

2013年４月 管理本部管理経理部長兼社長室長

2019年４月 長野建築本店副本店長

2022年４月 執行役員松本支店長

2024年４月 執行役員管理本部副本部長兼総務人事部

長兼法務コンプライアンス室長

2024年６月 取締役執行役員管理本部長兼総務人事部

長兼法務コンプライアンス室長

2025年４月 取締役執行役員管理本部長兼法務コンプ

ライアンス室担当（現任）

5,945株

（取締役候補者とした理由）

久保智氏は、長年にわたり管理・総務部門等に携わるなど、豊富な実務経験と高い能力・見識

を有しており、現在は管理本部長兼法務コンプライアンス室担当として全社の管理・経理・法

務部門等を統括しています。これまで取締役としての職責を十分に果たしていることから、引

き続き取締役候補者とするものです。
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取締役選任議案、以上

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株式の数

７
ふな

舟

 

　
み

見

 

　
ひで

英

 

　
お

夫
(1958年９月19日生)

1982年４月 株式会社八十二銀行（現八十二長野銀

行）入行

2010年６月 同行人事部長

2012年６月 同行執行役員上田支店長

2014年６月 同行執行役員企画部長

2017年６月 同行常務取締役

2020年６月 同行取締役

2020年６月 八十二証券株式会社　代表取締役社長

2025年６月 当社社外取締役（現任）

0株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）

舟見英夫氏は、長年に亘り株式会社八十二銀行及び八十二証券株式会社の経営に携わられ、そ

こから得られた豊富な経営経験と幅広い見識等を活かして、当社の経営の透明性、客観性及び

コーポレート・ガバナンスの向上等についてご指導いただくことを期待し、社外取締役として

選任をお願いするものです。

※８
よし

吉

 

　
ざわ

澤

 

　
ゆ

裕

 

　
み

美
(1988年2月29日生)

2014年12月 弁護士登録

2014年12月 竹内永浩法律事務所入所

2018年６月 弁護士法人竹内法律事務所（現 大手門法

律事務所）設立　同事務所共同代表（現

任）

2022年５月 特定非営利活動法人ながの消費者支援ネ

ットワーク理事（現任）

2024年４月 長野県建設工事紛争審査会委員（現任）

2024年６月 生活協同組合コープながの理事（現任）

0株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）

吉澤裕美氏は、長年にわたる弁護士としての経歴から、法律に関する高度な専門知識と豊富な

経験を有しており、法律の専門家としての視点に基づき中立的な立場から、当社の経営の透明

性、客観性及びコーポレート・ガバナンスの向上等についてご指導いただくことを期待し、社

外取締役として選任をお願いするものです。

なお、同氏は過去に会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由から、当社の社外取

締役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しています。

(注)１．※印は新任の取締役候補者です。

２．舟見英夫氏及び吉澤裕美氏は、社外取締役候補者です。なお、当社は、舟見英夫氏を東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ています。ま

た、吉澤裕美氏は同取引所が定める独立役員の要件を満たしており、同氏を独立役員と

して同取引所に届け出る予定です。

３．舟見英夫氏は、現在、当社の社外取締役ですが、社外取締役としての在任期間は本総会

の終結の時をもって１年となります。

４．当社は、舟見英夫氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を法令が規定する額に限定する契約を締結しています。同氏の再任が

承認可決された場合、当社は同氏との間で責任限定契約を継続する予定です。また、吉

澤裕美氏の選任が承認可決された場合、同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予

定です。
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取締役選任議案、以上

５．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追

及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会

社が補填することとしています。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保

険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での

更新を予定しています。

６．各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

７．当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行いました

が、各候補者の所有する当社の株式の数は、当該株式分割前の株式数を記載していま

す。

８．吉澤裕美氏の戸籍上の氏名は今井裕美です。
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取締役選任議案、以上

候
補
者
番
号

氏
　
　
　
名

期待する専門性・経験

　
企
業
経
営

　
財
務
・
会
計

　
法
務
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

　
営
業
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

　
技
術
・
研
究
開
発

　
Ｄ
Ｘ

　
人
事
・
労
務
・
人
材
育
成

取

締

役

１
い

伊

 

　
とう

藤

 

　
よし

由
ゆ

郁
き

紀 ● ● ●

２
よし

吉　
ざわ

澤　
まさ

正　
ひろ

博 ● ● ● ●

３
やま

山　
ざき

﨑　
みつ

光　
お

夫 ● ● ●

４
やま

山

 

　
ぐち

口

 

　
かず

和

 

　
ひこ

彦 ● ● ●

５
た

田

 

　
した

下

 

　
まさ

昌

 

　
し

志 ● ● ●

６
く

久

 

　
ぼ

保

 

　

 

　

 

　
さとし

智 ● ● ● ●

７
ふな

舟

 

　
み

見

 

　
ひで

英

 

　
お

夫
社

外
● ● ● ●

８
よし

吉

 

　
ざわ

澤

 

　
ゆ

裕

 

　
み

美
社

外
● ●

監

査

役

－
やなぎ

栁 　
さわ

澤　
ひさ

久　
あき

章 ●

－
とき

鴇　
ざわ

澤　　　
ゆたか

裕
社

外
● ●

－
こ

小　
ばやし

林 　　　
やすし

泰
社

外
● ●

（ご参考）

第２号議案が承認された後の取締役・監査役の専門性及び経験

※取締役・監査役が有する専門性・経験のうち、特に期待するもの４つを上限として●を付けた

もので、各人が有する全ての知見や経験を表すものではありません。
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取締役選任議案、以上

スキル項目 選定理由 定義

企業経営

当社グループの持続的な成長と中

長期的な企業価値向上のため、企

業・法人等の重要な意思決定に携

わった経験が重要と捉えたため。

企業・法人等における代表、社

長、CEO、COO等の経験または業務

執行取締役の経験を有している。

財務・会計

健全な財務基盤の構築と、持続的

な企業価値向上に向けた資本政策

を推進するため。

財務、会計等に関する業務経験や

知見を有している。

法務・

コンプライアンス

適切なリスクマネジメントとコン

プライアンス体制の強化により、

公正で透明性の高い企業活動を推

進するため。

法務、コンプライアンス、リスク

マネジメント等に関する業務経験

や知見を有している。

営業・

マーケティング

市場や顧客動向の変化に対応し、

営業戦略を構築・実行するため。

営業、マーケティング等に関する

業務経験や知見を有している。

技術・

研究開発

当社グループの中核事業である建

設事業における技術力の向上、生

産効率の向上を図るとともに、独

自の新技術・新製品の開発を行う

ことで、市場での優位性を確保す

るため。

現場施工管理、品質管理、安全管

理、研究開発等に関する業務経験

や知見を有している。

DX

DX推進による業務プロセス改革お

よびBIM・CIMをはじめとする建設

DXの活用戦略を構築・実行するた

め。

IT、DXおよび建設DX等に関する業

務経験や知見を有している。

人事・労務

・人材育成

当社グループの長期ビジョンであ

る「信頼と技術で社会に貢献し、

社員と家族が誇りと満足感を持て

る”働きたい”企業」の実現に向

けた人材戦略を構築・実行するた

め。

人事、労務、教育等に関する業務

経験や知見を有している。

各スキルの定義は以下のとおりです。

以　上
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地図

第72期定時株主総会会場ご案内図

会場　長野県長野市南千歳町878番地

　　　当社本店７階会議室
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長野支店

長野リンデン
プラザホテル

南千歳公園

N
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  駅ビル
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交通の便　●　ＪＲ　長野駅善光寺口下車　徒歩約８分

　　　　　●　長野電鉄　市役所前駅下車　徒歩約５分

　　　　　●　お車ご利用の方

　　　　　　　上記のセントラルパーキング又はパーキングポエムをご利用く

ださい。


